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衆議院議員 尾辻かな子 プロフィール 社会福祉士・介護福祉士 

大阪府第 2 区総支部長（大阪市生野区、阿倍野区、東住吉区、平野区） 

立憲民主党 大阪府連副代表、団体交流局長代理。 

国会では 2017 年から厚生労働委員会、消費者問題に関する特別委員会に所属。 

大阪府議会議員、参議院議員を経て現職。1974 年生まれ。同志社大学商学部卒業。 

日経ビジネス「2014 日本の主役 100」に選ばれる。空手道二段、テコンドー初段。 

「誰も置き去りにしない社会」をめざして活動中。 

第 200回国会が開会 

 1947年（昭和 22年）の第 1回国会から 72年。第 200回臨時国会が 10

月 4日に開会しました。12月 9日まで 67日間の会期です。 

私は引き続き、厚生労働委員会と

消費者問題に関する特別委員

会に所属することになりました。また、

消費者特別委員会では、理事の職に就き

ました。 

専門性をますます磨くとともに、与党と

日程調整などを行う役割もしっかり担いな

がら、取り組んで参ります。 

 

質問者をサポートする尾辻かな子 

（10月 11日予算委員会） 

 

大阪市廃止分割住民投票基礎知識 その② 

余計ややこしい「一部事務組合の存在」 

大阪市廃止分割を問う２度目の住民投票

が、来年秋にあると言われています。 

大阪市を廃止すれば、二度と大阪市に戻

れません。「二重行政の無駄」の削減と言い

ますが、そもそも、無駄な二重行政の解決策

が大阪市をなくすことなのでしょうか。 

大阪市を廃止分割するイニシャルコストは

561億円、ランニングコストは年間 48億円との

試算もあります。加えて「大阪市廃止」により、

大阪府、特別区、一部事務組合と行政の役割

分担が 3重構造になるというデメリットがありま

す。何より 

大阪市を廃止分割しても、 
「大阪都」にはなりません。 

 



 

各区の災害時連絡先 
 平野区 東住吉区 阿倍野区 生野区 

区役所 防災全般 
ブルーシート貸出、被災

証明書の申請など 

平野区役所 
［まちづくり協働グループ］ 

東住吉区役所 
［区民企画課］ 

阿倍野区役所 
［市民協働グループ］ 

生野区役所 
［地域まちづくり課］ 

06-4302-9734 06-4399-9909 06-6622-9787 06-6715-9734 

建設局 

道路の障害物撤去など

に関する相談 

  建設局 平野工営所    06-6705-0102 
建設局田島工営所 

06-6751-5000 

街路樹や公園の
樹木撤去    長居公園事務所      06-6691-7200 

真田山公園事務所 

06-6761-1770 

がれきの撤去 
東南環境事業センター 中部環境事業センター 南部環境事業センター 東部環境事業センター 

06-6700-1750 06-6714-6411 06-6661-5450 06-6751-5311 

市営住宅内の 
相談全般 

平野住宅管理センター 阿倍野住宅管理センター 

［補修関連］ 

［補修関連］ 06-6649-1102 06-6703-4235 
［入居関連］ 

［入居関連］ 06-6649-1103 06-6703-4236 

電気      関西電力         0800-777-3081 

ガス      大阪ガス      
［ガス漏れ専用］   0120-0-19424 

［ガス漏れ専用］   0120-0-94817 

水道  水道局 お客様センター     06-6458-1132 

下水道   平野管路管理センター     06-6705-0342 
田島管路管理センター 

06-6751-5048 

台風 19号で被害を受けた皆さまに心からお見舞いを
申し上げます。 
地球温暖化による気候変動により、海水温が上昇し台

風が大型に発達しやすくなっています。今回の台風はま
さにそうです。都市のインフラ整備だけでなく、避難訓練
や準備、さらには近隣にお住まいの皆さんとの連携がと
ても重要です。ご家庭での食料・飲料の備蓄、非常用バ
ッグの準備、避難場所の確認など、日ごろからの備えを
心掛けていただきたいと思います。 

一方で、国として、昨今の地球温暖化による気候変
動を食い止めるためには、脱炭素化を進める必要があ
ります。しかし国では、新規に石炭火力発電所を増設す
るなど、二酸化炭素排出削減と逆方向になっています。 
重厚長大型の原子力などの発電から、地域分散型

の自然エネルギーや再生可能エネルギーを利用した発
電にシフトするなど、「持続可能な社会づくりのためのエ
ネルギー政策」を進めなければなりません。 

激甚化する自然災害に備えを

を 

その他 
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